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おいて、サー ビスを提供する者 (以下では 「サー ビス提供者」 とい う。)が、その
管理、支配下において、テ レビアンテナで受信 した放送を複製の機能を有する機器


























































































35中山前掲注 (30)・481頁、上野前掲注 (15)・81頁、高部前掲注 (9)・114頁、大渕前











































り (知財高裁平成 23年12月22日判決判時2145号75頁)、 学説の多くも製造業者に対し
て何らかの民事的責任を追及することが可能であるという立場である (田村善之『著作権


































































































































































58北京市海淀区人民法院 1999年9月18日判決 (1999)海知初字第 57号。周林編『 中国
の知的財産権裁判と重要判決一実際の事件と判決及び裁判過程の再現―』(経済産業調査会
2004年)37頁も参照。
598条(公衆への伝達権)ベルヌ条約第 11条(1)(ii)、第 11条の2(1)C)及びCD、第 11条の












































































































































































































































































網易社のサイ トでは、MP3音楽のダウンロー ドサービス自体を廃止した。他方、ヤフー (中
国)と百度社は、検索エンジンを通じた音楽MP3ファイルのダウンロー ドサービスを引き

























































3 2007年【正東レコー ド対ヤフー (中国)社音楽ファイル検索ダウンロー ド判決】82


























































































原告上海歩升は自らが著作隣接権を有する曲が Y2サイ トにおいて無断でダウンロー ド
できると主張し、情報ネットワーク伝達権を侵害されたとして、被告らを提訴した。
裁判所は、一般的にP2Pソフトはあらゆる種類のファイルの共有と伝達が可能であるが、



























































































































































ことが違法化され (著作権法 30条1項3号)、 さらに平成24年改正によつて刑罰の対象と
なつた (著作権法 119条3項)。 これはまさに、違法に配信された音楽 。画像等のダウンロ
ー ドが膨大な規模となっており、権利者が違法配信者に対して権利行使することに限界が
あることを認識したことによるが98、 今後の運用状況と効果は注目に値する。
97たとぇば、正東レコー ド対 ChinaMP3判決は管理・支配性を強調し、正東レコー ド対ヤ















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































デンマーク法人AKTIESELSKABET AF 21.NOVEMBER 2001社(以下では「11月21日








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































検索サイ トmsnサーチにおいて、上記文字列を被告サイ トの トップページの説明として表示





















































































































































































































キーワー ドとして登録使用し、しかも当該キーワー ドを直接行為者のサイ トないし検索結
果画面上の広告内容などにおいても表示するような場合、つまり商標が視認できる場合に
は、日本法においても中国法においても商標権侵害ないし不正競争行為と判断される。 し
かし、商標が検索結果画面のどこにも視認できない場合には、日本の現行法の下において、
「商標的使用」および「商品等表示としての使用」がハー ドルになり、直接行為者の行為
を商標権侵害ないし不正競争行為と認めることが困難である。これに対して、中国商標法
上、当該商標が著名商標であれば、検索キーワー ドとして登録使用することがその著名商
標をただ乗 りするものと考えられ、商標権侵害行為と判断できると指摘した。
また、検索サービスを提供するISPの責任について、ISPが提供するサービスの性質と、
ISPの情報収集能力を考慮すれば、商標権者を保護するために、ISPに合理的な注意義務と
して、検索キーワー ドの登録使用状況を審査し商標権の侵害を予防する一定の事前審査義
務を課 しても酷とはいえないと主張し、さらに、事前審査義務の具体的な内容について、
著名商標を中心に商標権侵害行為ないし不正競争行為を監視する体制の整備を提唱した。
本稿は全体を通して、著作権者と商標権者に実効的に救済を与えるために、ネットワー
ク環境における著作権、商標権の侵害行為に関与する間接関与者について、その具体的な
関与の態様ないし提供するサービスの性質、サービスを利用した侵害行為の発生率を含む
社会情勢、技術水準、さらには直接侵害行為の顕著性などの要素をもとに、総合的に間接
関与者の注意義務の内容と程度を判断すべきであると提唱する点において一貫している。
これは本稿の最大の主張であるといえる。
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